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【要旨】 

次期道路橋示方書では部分係数設計法に基づく設計体系の導入が予定されており、耐震信頼性評価法や部分係

数の設定法の確立、具体的な部分係数の値を設定していくことが必要とされている。平成１９年度は、復旧日数

に着目した橋梁の耐震性能の区分の提案を行うとともに、部分係数設計法に基づく耐震性能の基本照査式を定式

化し、鉄筋コンクリート橋脚の試設計結果を対象として、せん断と曲げの破壊モードの判定、変形性能照査、残

留変位照査に関する部分係数の試算を行い、設計法として用いるための概略値の把握を行った。 
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1111．．．．はじめに    

構造物の性能評価は、国際標準（ISO2394：構造物の信

頼性に関する一般原則）では確率を用いて表現すること、

もしくはそれに基づく限界状態設計法によることが基本

とされている。このような国際的な背景や設計の合理化、

コスト縮減等の様々な観点から、次期道路橋示方書にお

いて、部分係数設計法の導入が予定されている。このた

め、道路橋の耐震設計についても、部分係数設計法に基

づいた耐震性能照査体系を確立するとともに、耐震信頼

性評価法や部分係数の設定法や具体的な部分係数値の設

定を行うことが必要とされている。以上のことを踏まえ、

平成１９年度は以下の研究を実施した。 

1） 道路橋示方書次期改訂への提案を目標に地域の実

状、ネットワークの重要度に即した橋の耐震性能

の選択の幅を拡げることを考慮し、復旧日数に着

目した橋の耐震性能の区分を検討した。 

2） 部分係数設計法に基づく耐震性能照査の基本書式

を定式化し、鉄筋コンクリート（ＲＣ）橋脚の試

設計結果を対象に、提案する設計照査法を適用し、

部分係数の試算を行った。 

    

2222．．．．復旧日数に着目した耐震性能の提案 

    

2222．．．．1111        耐震性能レベルの検討    

性能規定化に即した橋の耐震性能の設定方法として、

本研究では以下の観点に着目して検討を行った。 

① 地域の実状に即した耐震性能と重要度の設定 

② 機能回復の期間（応急復旧期間）の目安の設定 

③ 既設橋等の既存ストックの位置付けの明確化 

まず、①の地域の実状に即した性能設定についてであ

るが、道路は地震時においては避難路や緊急物資の輸送

路として非常に重要な機能を有する。地域の中には、こ

のような役割を担う重要な路線とともに、例えば、迂回

路が近くに複数あり地震時の緊急交通機能の確保が必ず

しも不可欠とはならない路線がある場合も考えられる。

このような地域の道路ネットワークや防災計画などの実

状に応じて、その路線と路線上の構造物の耐震性能を設

定できるような選択の幅を拡大することが考えられる。 

次に、②機能回復の期間（応急復旧期間）の目安の設

定についてであるが、道路橋に地震時に何らかの損傷が

生じた場合には、緊急的な点検が実施され、その結果に

基づき必要に応じて応急的な機能回復のための復旧工事

が実施される。例えば、2004年の新潟県中越地震等の最

近の被害地震を見てみると、機能回復までにどの程度の

時間が必要とされるか、いつまでに機能回復が完了でき

るかが、路線の性能において非常に重要な点となった事

例が見られた。実際には、発生した被災状況や復旧資機

材の手配など現場の状況により想定した通りの復旧期間

と異なる場合もあるのも事実と考えられるが、ここでは、

性能設定において、損傷程度と機能回復のために要する

時間に着目してこれと性能を関係づけてみることとした。 

表－１は、1995年兵庫県南部地震における実際の被害

と機能回復のための概ねの復旧時間について整理したも

のである。復旧時間は、現場の状況によって異なるが、
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ここでは、陸上部を想定して整理した結果を示している。

現在の新設橋については、設計地震動に対して概ね被災

ランクはＣ相当に該当するところである。表－１は、一

例としてＲＣ単柱について示したが、このような被害と

復旧時間の関係について、橋脚（ラーメン、鋼製）、支承、

基礎に分類して整理した。 

最後に、③既設橋等の既存ストックの位置付けの明確

化についてであるが、現状の社会基盤資産として古い時

代に建設されたものを含めて多くの橋梁が存在している。

これらの資産は建設当時の設計基準で設計されているこ

とから耐震性能についても現在のレベルから見ると段階

的なものとなっている。また、これまで既設橋の耐震補

強対策も進められてきており、古い時代の橋でも耐震補

強により耐震性の向上が図られたものもある。図－１は、

橋梁の耐震性能について設計基準毎に大きく分類をした

ものである。ここでは、改訂されてきた重要な設計基準

として、昭和55年、平成２年、現行基準で区分している。

昭和 55 年より前の橋においては、段落し部を有す

 

図－１ レベル２地震動に対する橋梁の耐震性能の分類 

表－１ 橋梁の被害と復旧に要する一般的な時間の整理（陸上部の鉄筋コンクリート橋脚（単柱）の場合） 
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るＲＣ単柱などを中心としてこれまで耐震補強が実施さ

れて耐震性能の向上が図られているものもあり、このよ

うな橋に対して、拡大した耐震性能レベルを設定し、ネ

ットワーク全体としての耐震性能評価が可能になると考

えられる。 

上記の３つのポイントについての検討を踏まえて、新

たに耐震性能についての提案を示したのが表―２である。

ここでは、耐震性能レベル（ＳＰＬ）と耐震性能レベル

に応じた耐震設計上の安全性、供用性、修復性の観点に

関する考え方を示している。従来、耐震性能は３段階で

定義されてきたが、ここでは、損傷に応じた機能回復の

期間に目安を設定して４段階に分類した。耐震性能レベ

ルＳＰＬⅠ～Ⅳは、以下のように定義した。 

① ＳＰＬⅠ：地震によって橋としての健全性を損なわな

い性能（地震後も地震前と同様の機能確保） 

② ＳＰＬⅡ：地震による損傷が限定的なものにとどまり、

橋としての機能の回復が速やかに行い得る

性能（点検後必要に応じて軽微な応急復旧

後速やかに機能回復：目安１日程度） 

③ ＳＰＬⅢ：地震による損傷が部材の保有性能範囲内に

とどまり、橋としての機能の回復が行い得

る性能（点検後：目安１週間程度以内） 

④ ＳＰＬⅣ：地震による損傷が橋として致命的とならな

い性能（落橋しない：目安機能回復に１カ

月程度） 

表－３は、上記の耐震性能レベルＳＰＬとそれを満足

し得る構造系の限界状態の考え方を示したものである。 

    

2222．．．．2222        橋の重要度の検討    

 2.1 に示したように４段階の耐震性能の区分を提案し

た。これによって地域の道路ネットワークの実状に即し

た機能や重要度に応じて、性能設定を可能になることが

考えられる。性能設定を行うための橋の重要度について

も３区分に細分化した。重要度は、地域の防災計画上の

位置づけ等に基づく各管理者の行政的な判断により地域

ごとに選定することなるものであり、以下のような分類

を考慮することとした。 

① 重要度Ａ種：防災計画上特に重要度が高い橋 

② 重要度Ｂ種：防災計画上重要度が標準的な橋 

③ 重要度Ｃ種：防災計画上選択が可能な橋 

    

3333．．．．部分係数設計法に基づく設計書式    

    

部分係数設計法は、荷重、材料特性、設計式、解析方

法等に対して、それぞれ、そのばらつき、信頼性を考慮

して安全係数を設定する設計体系である。本研究では、

既往の研究 1)-3)並びにこれまでの検討結果 4),5)を踏まえて、

部分係数設計法に基づく設計の基本書式は以下のように

した。 

1≤⋅ ddi RSγ                 (1) 

( )dad FSS ⋅= γ                (2) 

( ) bdd fRR γ=                (3)    

ここに， 

表－２ 復旧日数に着目した耐震性能レベルの提案 

修復性 耐震 

性能 

SPL 

安全性 供用性 短期的 

修復性 

長期的 

修復性 

Ⅰ 落橋に対する安

全性を確保 

地震前と同じ

橋としての機

能を確保 

機能回復の

ための修復

を不要 

軽微な修復 

 

Ⅱ 落橋に対する安

全性を確保 

 

地震後橋とし

ての機能を速

やかに回復（目

安１日程度） 

機能回復の

ための修復

が応急修復

で対応可能 

比較的容易

に恒久復旧

を行うこと

が可能 

Ⅲ 落橋に対する安

全性を確保 

 

地震後橋とし

ての機能を速

やかに回復（目

安１週間程度） 

機能回復の

ための修復

が応急修復

で対応可能 

恒久復旧を

行うことが

可能 

 

Ⅳ 落橋に対する安

全性を確保 
－ － － 

 

表－３ 耐震性能とそれを満足し得る限界状態 

耐震性能 限界状態 

SPLⅠ 地震によって橋全体系としての力学特性が弾性域を超

えない範囲内で適切に定めるものとする。このとき、部

材については、地震によって発生する応力度が許容応力

度以下となるものとする。 

SPLⅡ 塑性化を考慮した部材にのみ塑性変形が生じ、その塑性

変形が当該部材の修復が容易に行い得る範囲内で適切

に定めるものとする。 

SPLⅢ 塑性化を考慮した部材にのみ塑性変形が生じ、その塑性

変形が当該部材の保有する塑性変形性能を超えない範

囲内で適切に定めるものとする。 

SPLⅣ 塑性化を考慮した部材にのみ塑性変形が生じ、その塑性

変形が当該部材の保有性能を超過しても橋全体として

不安定かつ致命的な状態にならない範囲内で適切に定

めるものとする。 
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dS ：設計応答値 

dR ：耐震性能に応じた設計限界値 

( )dFS ：設計荷重 dF に対する応答値， kfd FF γ=  

( )dfR ：設計材料値 df に対する部材性能， 

mkd ff γ=  

kF ：荷重の特性値 

kf ：材料強度の特性値 

mγ ：材料係数 

fγ ：荷重係数 

bγ ：部材係数 

aγ ：構造解析係数 

iγ ：構造物係数 

 各部分係数は以下のように定義される１）, ２）。 

（１）材料係数 mγ は，材料の特性値を設定する際に根拠

となったデータの多寡や取得時の精度、供試体と実構造物

中との材料特性の差異、材料特性の経時変化、材料特性が

限界状態に及ぼす影響度合等を考慮して定める。 

（２）荷重係数 fγ は，作用の特性値を設定する際に根拠

となったデータの多寡や取得時の精度、作用の計算手法の

不確定性、設計供用期間中の作用の変化、作用が限界状態

に及ぼす影響度合等を考慮して定める。 

（３）部材係数 bγ は，限界値を設定する際に根拠となっ

たデータの多寡や取得時の精度、施工精度による部材寸法

のばらつきの影響、部材が限界状態に達したときに構造物

全体に与える影響等を考慮して定める。 

（４）構造解析係数 aγ は，作用を算定する際の構造解析

の不確実性等を考慮して定める。 

（５）構造物係数 iγ は，路線の位置づけや橋が跨ぐ対象

の重要度、性能を満足しないときの復旧の難易度、限界状

態に達したときの社会的影響等を考慮して定める。 

 本研究では、道路橋の構造部材の中で一般に塑性化を

考慮する部材であり、耐震設計が設計上支配的となる

RC 橋脚を対象に検討を行った。レベル２地震動に対す

るRC橋脚の性能照査は次式となり、せん断破壊型、曲

げ破壊型の損傷モードの判定をした後に、変形性能の照

査と残留変位の照査を行うものである。 

bara γµµγ ≤⋅                    (4) 

bRaRa γδδγ ≤⋅                  (5) 

ここに， 

rµ ：レベル２地震動に対する応答塑性率 

aµ ：応答塑性率の限界値 

Rδ ：残留変位 

Raδ ：残留変位の限界値 

 本研究では、地震荷重としては、現基準に規定されるレ

ベル２地震動を考慮することとした。 

 

4444．．．．耐震性能レベルに関する試算 

 

2222．．．．で提案した耐震性能レベルに対して、3333．．．．で示した

設計式を用いて、耐震性能レベルと設計耐震基準の異な

る既設RC橋脚に対する設計式との関係について試算を

行った。 

 

4444．．．．1  1  1  1  検討対象橋    

検討対象としたRC橋脚は、既往の耐震設計基準の変

遷を考慮して次の3つの年代を対象とした。 

1) 昭和 55 年道路橋示方書より前に設計された段落し

を有しないRC橋脚 

2) 昭和55年道路橋示方書で設計されたRC橋脚 

3) 平成2年道路橋示方書で設計されたRC橋脚 

対象とした橋脚としては、一般的な道路橋の構造形式

であった１点固定方式の3径間連続橋の固定橋脚と、固

定可動方式の単純橋の２種類とした。幅員構成は、道路

橋として標準的な幅員の１つである車線の幅員8.5 m（2

車線）両側歩道有りとし、支間長は 30 m、非合成鈑桁

橋とした。表―４に、試算ケース一覧を示す。橋脚高さ、

断面形状、地盤種別をパラメータとして変化させた合計

55基を対象とし、当時に基準に準拠した試設計により断

面設定を行った。 

 

4444．．．．2222        耐震性能の照査方法    

 現在の性能照査法としては、静的照査法と動的照査法

の２種類が設定されている。ここでは、両者の方法で試

算を行った。静的照査法は、道路橋示方書に示される地

震時保有水平耐力法を用いた。また、動的照査法として

は、曲げに関する非線形性を考慮してモデル化した。地

震動としては、道路橋示方書に示される標準加速度波形

3波を使用した。 

3333．．．．に示した部分係数については、別途設定すること

とし、耐震性能レベルとの関係を試算するために、ここ

では、材料係数 mγ 、荷重係数 fγ 、部材係数 bγ 、構造

解析係数 aγ および構造物係数 iγ は 1.0 の値を仮定し、

式(4)及び(5)の部材係数 bγ に相当する値について試算す

ることとした。 
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4444．．．．3333        耐震設計基準と部分係数 bγ の試算 

試算結果について以下に示す。ここでは、試算した条

件のうち、橋脚高さ10ｍの場合を対象に、単純桁及び３

径間連続桁の橋軸方向、橋軸直角方向について、せん断

破壊型と曲げ破壊型の損傷モードの判定を行うとともに、

動的照査法により照査項目となる変形性能と残留変位に

ついて試算した結果を示す。なお、照査結果については

対象橋脚については、レベル２地震動のうちタイプⅡの

地震動の方が支配的となったため、タイプⅡに対する結

果についてのみ示すこととする。また、照査結果は、現

行の設計法を基本に設定しており、以下に示す照査結果

は、現行の設計法の信頼性との相対的な比較として検討

したものであり、実際の材料や設計式のばらつき等を考

慮したものではないことに注意する必要があり、これに

ついては別途考慮する必要がある。図―２は、破壊モー

ドの判定結果、図－３及び図－４は照査結果を示したも

のである。これより以下の点が指摘される。 

（１）破壊モードの判定 

１）単純桁の場合 

・橋軸方向については、曲げ耐力とせん断耐力の比が2.0

～3.2 程度となり曲げ破壊型となった。橋軸直角方向に

ついては 0.8～1.6程度となり、特に昭和 55年より前の

基準によるものの値が小さくなりせん断破壊モードの傾

向を有する結果となっている。 

２）３径間連続桁の場合 

・橋軸方向については、曲げ耐力とせん断耐力の比が1.0

～2.8 となり曲げ破壊型となった。なお、この比は昭和

55年より前、昭和55年、平成２年の順番で余裕度は高

くなっている。また、円形断面について、矩形断面や壁

式断面に比較して若干比が低い傾向を有している。 

・橋軸直角方向については、0.8～2.4程度となっており、

平成２年基準ではいずれも 1.0を上回っているが、昭和

55年以前では1.0を下回るものもある。また、円形断面

はいずれも 1.2程度以上となっているが、矩形断面、壁

式断面は橋軸直角方向の耐力が相対的に大きくなるため、

昭和55年以前については0.8程度となっている。 

（２）変形性能照査 

１）単純桁の場合 

・橋軸方向の変形性能照査については、地盤種別によっ

て異なるが、概ね塑性率の比率としては１～２の範囲と

なった。これを部材係数として考慮すると、係数として

は0.5～1.0程度の値となる。適用基準については大きな

相違は見られないが、これは単純桁のためと考えられる。 

・橋軸直角方向の変形性能照査については、同様に地盤

種別によって異なるが、塑性率の比率としては0.4～1.0

程度となっている。部材係数として見ると１以上確保し

ている。 

表－４ 鉄筋コンクリート橋脚を対象とした試算ケース一覧 

径間数 橋脚高さ(m) 断面形状 耐震設計上の地盤種別 設計した基数 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 設計基準 
単純 3径間 7.5 10.0 矩形 円形 壁式 

1 2 3 4 
小計 累計 

○   ○ ○   ○ ○ ○ ○ 4 

 ○  ○   ○ ○ ○ ○ 4 

  ○   ○ ○ ○ ○ 4 

   ○  ○ ○ ○ ○ 4 

昭和55年道路橋示方書

以前（段落し無し） 

 

○ 

 

○ 

  ○ ○ ○ ○ ○ 4 

20 

○   ○ ○   ○ ○ ○ ○ 4 

 ○  ○   ○ ○ ○ ○ 4 

  ○   ○ ○ ○ ○ 4 

   ○  ○ ○ ○ ○ 4 

昭和55年道路橋示方書 

 

○ 

 

○ 

  ○ ○ ○ ○ ○ 4 

20 

○   ○ ○   ○ ○ ○ 3 

 ○  ○   ○ ○ ○ 3 

  ○   ○ ○ ○ 3 

   ○  ○ ○ ○ 3 

平成2年道路橋示方書 

 

○ 

 

○ 

  ○ ○ ○ ○ 3 

15 
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 ２）３径間連続桁の場合 

・橋軸方向の変形性能照査については、適用基準の平成

２年と昭和 55 年以前で相違が見られ、地盤種別によっ

ても相違があるが、塑性率の比率としては平成２年の場

合に 1.2～1.8、昭和 55年以前については、1.2～3.4と

なっている。３径間連続の固定橋脚は３径間分の慣性力

を支持する比が相対的に大きくなっている。断面形状の

影響はあまり顕著ではなかった。 

・橋軸直角方向の変形性能照査については、塑性率は全

体として、ほとんどが 0.5以下程度となっており、その

中でも、より新しい基準を適用した場合の方の比が相対

的に小さくなっている。なお、円形断面のⅠ種、Ⅱ種地

盤で塑性率の比は 0.8～1.6程度となっている。これは、

矩形断面と壁式断面の場合には、橋軸直角方向に対して

 

図－２ 破壊モードに関する照査結果（橋脚高さ：10 m） 



9.4  道路橋の耐震設計における部分係数設計法に関する研究 

 7 

は一般に断面が大きく余裕があるためであり、円形断面

では逆に断面の余裕が少ないためである。 

（３）残留変位の照査 

１）単純桁の場合 

・橋軸方向の残留変位の比率は、0.6～1.0となり、いず

れも1.0以下と支配的な条件となっていない。 

・橋軸直角方向の残留変位の比率は、いずれについても

0.4以下と小さい。 

２）３径間連続桁の場合 

・橋軸方向の残留変位の比率は、適用基準の平成２年と

昭和 55 年以前で相違が見られ、地盤種別によっても相

違があるが、残留変位の比率としては平成２年の場合に

図－３ 応答変位に関する照査結果（橋脚高さ：10 m） 
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0.4～0.8、昭和 55年以前の場合に 0.7～1.4となり、残

留変位も単純桁に比較すると厳しい結果となっている。

新しい基準を適用した場合に相対的に余裕がある結果と

なっている。 

・橋軸直角方向の残留変位の比率は、矩形断面と壁式断

面はほとんど残留変位が発生しない結果となった。円形

断面でも 0.5以下となっている。また、基準による相違

は見られなかった。 

 

6666．．．．まとめ    

    

部分係数設計法に基づく設計体系を次期道路橋示方書

図－４ 残留変位に関する照査結果（橋脚高さ：10 m） 
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に導入するために、平成１９年度は、復旧日数に着目し

た橋梁の耐震性能の区分の提案を行うとともに、部分係

数設計法に基づく耐震性能の基本照査式を定式化し、鉄

筋コンクリート橋脚の試設計結果を対象として、部分係

数の試算を行い、設計法として用いるための概略値の把

握を行った。 

本研究により得られた成果をまとめると以下の通りで

ある。 

1） 地域防災計画上に橋の耐震性能や重要度の選択を

可能とするために、復旧日数に着目した橋の耐震

性能を４段階、重要度区分を３区分にする案を検

討した。 

2） 部分係数設計法に基づく耐震性能照査の基本書式

の提案し、RC 橋脚５５基を対象にせん断、曲げの

破壊モード、レベル２地震動に対する変形性能及

び残留変位に関する耐震性能を照査し、各種設計

段階の橋脚の耐震性能レベルに応じた部分係数の

値を把握した。 

3） 今後は、試算を増やすとともに、従来の設計法と

の比較検討を行いながら、耐震性能レベルに対応

した具体的な部分係数の値の確定、設計法の妥当

性検討を進める。 
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AbstractAbstractAbstractAbstract    : The objective of this project is to propose a partial factor design method for the highway bridge 

based on reliability theories. In FY2007, the follows were conducted: (1) a proposal for revising the categories 

of Seismic Performance Levels (SPL) was approached; (2) design method based on reliability theories was 

proposed and how to decide the partial factors was also discussed; (3) total fifty-five RC piers was designed 

and the seismic performance of those RC piers were assessed. 

 

Key Key Key Key wordswordswordswords    :::: seismic design, partial factor design method, seismic performance, design equation 

 


